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第 9 6 期 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 際 し て の 

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項 

 

 
① 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表 

② 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 
( 2 0 1 8 年 4 月 1 日 か ら 2 0 1 9 年 3 月 3 1 日 ま で ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につ

きましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、当社ホーム

ページ(https://www.bandogrp.com)に掲載することにより株主の皆様

に提供しております。 
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連結注記表 
 

〈連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記〉 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数   ２３社 

（１）国内子会社    ０６社 

福井ベルト工業株式会社 バンドー・I・C・S株式会社 

バンドートレーディング株式会社 バンドーエラストマー株式会社 

ビー・エル・オートテック株式会社 バンドー興産株式会社 

（２）海外子会社    １７社  

Bando USA, Inc. Bando Belting de Mexico, S.A. de C.V. 

Bando Jungkong Ltd. Bando Korea Co., Ltd. 

Bando (Shanghai) Management Co., Ltd. Bando Belt (Tianjin) Co., Ltd. 

Bando (Shanghai) Industry Equipment Element Co., Ltd. 

Bando Manufacturing (Dongguan) Co., Ltd. Bando Siix Ltd. 

Bando Manufacturing (Vietnam) Co., Ltd. Bando Asia & Pacific Co., Ltd. 

Bando Manufacturing (Thailand) Ltd. Bando (Singapore) Pte. Ltd. 

Bando (India) Private Ltd. Bando Belt Manufacturing (Turkey), Inc. 

Bando Europe GmbH  Bando Iberica, S.A. 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社の数  ７社 

東日本ベルト販売株式会社 バン工業用品株式会社 

北陸バンドー株式会社 バンドー・ショルツ株式会社 

Sanwu Bando Inc. Kee Fatt Industries, Sdn.Bhd. 

P.T. Bando Indonesia  

 

（２）持分法を適用しない関連会社の数 ３社 

浩洋産業株式会社 Philippine Belt Manufacturing Corp. 

Accupower Distributors Inc.  

 

   持分法を適用しない理由 

    持分法非適用会社は、当期純利益および利益剰余金等に重要な影響を及ぼさないと考えられるの

で持分法適用の範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

連結子会社名  決算日 

Bando (Shanghai) Management Co., Ltd.  １２月末日 

Bando Belt (Tianjin) Co., Ltd.   １２月末日 

Bando (Shanghai) Industry Equipment Element Co., 

Ltd. 

 １２月末日 

Bando Manufacturing (Dongguan) Co., Ltd.  １２月末日 

   連結計算書類の作成には、連結決算日で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。 

 

４．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券   
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その他有価証券   

時価のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

② デリバティブ ・・・ 時価法 

③ たな卸資産   

 当社   

  製品・仕掛品・原材料 ・・・ 先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

  商品・貯蔵品 ・・・ 総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

連結子会社   

国内連結子会社は主として総平均法による原価法によっており、在外連結子会社は概ね先入先出法に

よる原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

   

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  （リース資産を除く） 

・・・ 定率法（一部の連結子会社では定額法を採用しております。） 

ただし、当社および国内連結子会社は、１９９８年４月１日以

降取得した建物（附属設備を除く。）ならびに２０１６年４月

１日以降取得した建物附属設備および構築物については定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物     ３～５０年 

機械装置及び運搬具  ５～１０年 

② 無形固定資産 

  （リース資産を除く）  

・・・ 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。 

③ リース資産  ・・・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 株式報酬引当金 ・・・ 役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、社内

規程に基づき、役員等に割り当てられたポイントに応じた株式  

の支給見込額を計上しております。 

③ 製品補償引当金 ・・・ 当社製品を使用している最終製品について、得意先において市

場回収処理を行うことに伴い、当社の負担見込額を計上してお

ります。 

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
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数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 

（５）重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

    なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および

費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定およ

び非支配株主持分に含めて計上しております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 ・・・ 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップにつ

いては特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ・・・ 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 ・・・ 変動金利の借入金 

③ ヘッジ方針 ・・・ 金利変動リスクを回避するために社内規定に基づきヘッジを

行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 ・・・ 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているかの

判定をもって有効性の判定に代えております。 

 

（７）のれんの償却方法および償却期間 

  のれんについては、１０年の定額法により償却を行っております。 

 

（８）消費税等の会計処理 

    消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（９）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

５．表示方法の変更 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２８号 平成３０年２月１６日）を当連

結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は

固定負債の区分に表示しております。 

 
６．追加情報 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）  

当社は、中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業員持株ＥＳＯＰ信託を導入しております。 

  当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」を適用しております。 

(１）取引の概要 

当社が「バンドー化学社員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の

要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は信託設定時より５年間にわたり当社持株会

が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定めた取得期間において取得しております。その後、当

該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたします。 

(２）信託に残存する自社の株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、１９８百

万円および１９２千株であります。 

(３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

 当連結会計年度末 ２２６百万円 
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（取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度） 

  当社は、取締役（業務執行取締役でない取締役および海外居住者を除く。）および執行役員（以下、併

せて「取締役等」という。）を対象に、取締役等の報酬と当社株式の価値との連動性をより明確にし、中

長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度

（以下、「本制度」という。）として役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。 

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」に準じております。 

（１）取引の概要 

  本制度は、当社が信託に金員を拠出し、当該信託がこれを原資として当社株式を取得し、業績達成度に

応じて当社の取締役等に当社株式の交付を行う業績連動型株式報酬制度です。ただし、取締役等が当社株

式の交付を受ける時期は、原則として、取締役等の退任時とします。 

（２）信託に残存する自社の株式 

  信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、２６３百万

円および２６３千株であります。 

また、上記役員報酬の当連結会計年度負担見込額については、株式報酬引当金として計上しております。 

 

（リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱いの適用） 

  当社および一部の連結子会社は、２０１９年４月１日に、確定給付企業年金制度を、「退職給付に関す

る会計基準」第４項に定める確定拠出制度に分類されるリスク分担型企業年金へと移行しております。 

  移行に伴う会計処理としては、「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い」を適用

しており、当連結会計年度において、退職給付制度終了損として８０６百万円を計上しております。移行

に伴う特別掛金の額は２，９２５百万円であり、８年間で拠出する予定であります。 

 

〈連結貸借対照表に関する注記〉 

１．担保に供している資産 

   投資有価証券                     ７百万円 

     

 ２．有形固定資産の減価償却累計額        ８２，４０１百万円 

 

 ３．連結会計年度末日満期手形等 

 連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理してお

ります。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が

当連結会計年度末日残高に含まれております。 

受取手形 ３１７百万円

電子記録債権 ２６１百万円

支払手形 ２８百万円

電子記録債務 ７１９百万円

 

〈連結損益計算書に関する注記〉 

減損損失 

用途 場所 
減損損失 

種類 金額（百万円） 

遊休資産 神戸市中央区 ソフトウエア仮勘定 １６６

 

 （資産のグルーピング方法） 

当社グループは管理会計上の区分に従い、事業部を基礎としたグルーピングを行っております。 

ただし、遊休資産については、それぞれ個別の物件ごとにグルーピングを行っております。 

 

（減損損失の認識に至った経緯） 

当連結会計年度に減損処理の対象となった資産は、計画変更等により将来の使用の見通しが確実で

はなくなったため、減損損失を認識しております。 

なお、当該ソフトウエア仮勘定は、連結貸借対照表上、無形固定資産「その他」に含めております。 
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（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は、使用価値により測定しております。遊休状態解消の見通しが確実でなく、回収可

能価額を見込むことができないため、使用価値をゼロとして評価しております。 
 

〈連結株主資本等変動計算書に関する注記〉 

１． 発行済株式の種類および総数に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度 

期末株式数（株） 

普通株式 ４７，２１３,５３６ － － ４７，２１３,５３６

 

２． 自己株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 
当連結会計年度 

期首株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度 

期末株式数（株） 

普通株式 １,４１５,３２６ ２，０７０ ９４，７４３ １，３２２，６５３

（注）１．当社は、従業員持株ＥＳＯＰ信託および役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、信託が所有する

当社株式は自己株式に含めて記載しております。 

２．普通株式の増加２，０７０株のうち主なものは、持分法適用関連会社が取得した自己株式（当

社株式）の当社帰属分１，０５１株によるものであります。 

３．普通株式の減少９４，７４３株は、従業員持株ＥＳＯＰ信託による当社の株式の売却 

 ８２，６００株および役員報酬ＢＩＰ信託所有の当社株式の交付１２，１４３株によるもので

あります。 

４．当連結会計年度末の自己株式数には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社の株式 

１９２，９００株および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社の株式２６３，８５７株が含まれ

ております。 

 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額

（百万円） 

１ 株 当 た り

配当額（円）
基準日 効力発生日 

２０１８年６月２１日 

定時株主総会 

普通 

株式 
６９５ １５ ２０１８年３月３１日 ２０１８年６月２２日

２０１８年１１月９日 

取締役会 

普通 

株式 
７４２ １６ ２０１８年９月３０日 ２０１８年１２月３日

（注）１．２０１８年６月２１日開催の定時株主総会決議による配当金総額には、従業員持株ＥＳＯＰ

信託が所有する当社株式に対する配当金４百万円および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株

式に対する配当金４百万円が含まれております。 

   ２．２０１８年１１月９日開催の取締役会決議による配当金総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託

が所有する当社株式に対する配当金３百万円および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に

対する配当金４百万円が含まれております。 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

     ２０１９年６月２５日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。 

     ① 配当金の総額          ７４２百万円 

     ② １株当たり配当額           １６円 

     ③ 基準日         ２０１９年３月３１日 

     ④ 効力発生日       ２０１９年６月２６日 

     なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

（注）２０１９年６月２５日開催の定時株主総会決議による配当金総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託

が所有する当社株式に対する配当金３百万円および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対す

る配当金４百万円が含まれております。 
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〈金融商品に関する注記〉 

１．金融商品の状況に関する事項  

当社グループは、年度経営計画の一環として策定した資金計画に照らして必要な資金を安定的かつ

低コストの調達手段（主として銀行借入または社債発行）で調達し、一時的な余資は流動性および安

全性の高い金融資産で運用しております。  

受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信限度管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っています。 

借入金および社債の使途は運転資金および設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リス

クに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。 

なお、デリバティブはリスク回避を目的とし，実需の範囲で行うこととしております。  

 

２．金融商品の時価等に関する事項  

２０１９年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

とおりであります。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額（＊１） 
時価（＊１） 差額 

（１）現金及び預金 １８，０００ １８，０００ －

（２）受取手形及び売掛金 １８，４２５ １８，４２５ －

（３）電子記録債権 ３，２９２ ３，２９２ －

（４）投資有価証券    

    その他有価証券 ５，４６３ ５，４６３ －

（５）支払手形及び買掛金 ( ８，４９５) ( ８，４９５) －

（６）電子記録債務 ( ４，４８７) ( ４，４８７) －

（７）短期借入金（＊２） ( １，１７７) ( １，１７７) －

（８）未払法人税等 (   ６９５) (   ６９５) －

（９）長期借入金（＊２） ( ３，２２６) ( ３，２２１) ４

（10）社債 ( ６，０００) ( ６，０２８) (２８)

（11）デリバティブ取引 

    ヘッジ会計が適用されていないもの (      ０)

 

(      ０) －

 

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（＊２）連結貸借対照表において短期借入金として計上されている１年以内返済予定の長期借入金 

１，５９０百万円は、長期借入金に含めて示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項  

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金 、（３）電子記録債権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

（４）投資有価証券  

      これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。  

（５）支払手形及び買掛金、（６）電子記録債務、（７）短期借入金、（８）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。   

（９）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップ

の特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法に

よっております。  
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（10）社債 

     社債の時価については、市場価格に基づいております。  

（11）デリバティブ取引 

時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づいております。 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、「（９）長期借入金」に含めて記載しております。 

 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額１３３百万円）および関連会社株式（連結貸借対照表計上額 

５，９６３百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「（４）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

〈１株当たり情報に関する注記〉 

１株当たり純資産額 １，４２１円６６銭

１株当たり当期純利益 １０１円３４銭

（注）従業員持株ＥＳＯＰ信託および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度４５６千

株） 

また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。（当連結会計年度５０１千株） 

 

〈重要な後発事象に関する注記〉 

（取得による企業結合） 

  当社は、２０１９年４月５日付で株式会社Aimedic MMT（以下、「Aimedic MMT」という。）の全株式

を取得する株式売買契約を締結し、２０１９年５月８日付で全株式を取得し、子会社化いたしました。 

 

１．企業結合の概要 

（１） 被取得企業の名称および事業の内容 

被取得企業の名称   株式会社 Aimedic MMT 

事業の内容   整形外科向け医療機器の製造・販売・アフターサービス 

（２） 企業結合を行った主な理由 

当社グループは、２０１８年度から２０２２年度までを中長期経営計画“Breakthroughs for 

the future”（未来への躍進）の第２ステージと位置づけ、グローバルで「際立つ」サプライ

ヤーを目指して活動しており、指針の１つとして「新事業の創出」を掲げております。 

当社グループは、新たな事業の柱の１つとして、伸縮性ひずみセンサ「C-STRETCH®」を活用し

た医療機器・ヘルスケア機器事業の確立に取り組んでまいりました。 

Aimedic MMTは、整形外科向けの医療機器において高いブランド力と販売力を有しており、今回

の買収によって、医療事業体制を一挙に獲得するとともに、医療機器としての「C-STRETCH®」の

製品化が加速することが期待されると判断し、同社の株式取得を決定いたしました。 

（３） 株式取得の相手会社の名称 

① ポラリス第三号投資事業有限責任組合 

② Tiara CG Private Equity Fund 2013, L.P. 

（４） 企業結合日 

２０１９年５月８日 

（５） 企業結合の法的形式 

株式取得 

（６） 結合後企業の名称 

変更ありません。 

（７） 取得した議決権比率 

１００％ 

（８） 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。 

 

２．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金 １０，４５０百万円 
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３．主要な取得関連費用の内容および金額 

現時点では確定しておりません。 

 

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間 

現時点では確定しておりません。 

 

５．企業結合日に受け入れる資産および引き受ける負債の額ならびにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 

  

（コミットメントライン契約の締結および実行） 

 当社は、株式会社Aimedic MMTの全株式の取得および同社の既存借入金の借り換えに充当する資金を調

達するため、以下の内容のコミットメントライン契約を２０１９年４月８日付で締結し、２０１９年５月

７日を実行日として１５，７００百万円の借入を行いました。 

 

（契約の内容） 

１．借入先             株式会社みずほ銀行 

２．コミットメントラインの総額   １５，７００百万円 

３．契約締結日           ２０１９年４月８日 

４．コミットメント期間       ２０１９年４月１５日から２０２０年４月１４日まで 

５．借入条件            基準金利＋スプレッド 

６．担保の状況           無担保 

 

（実行した借入の内容） 

１．借入実行金額          １５，７００百万円 

２．借入実行日           ２０１９年５月７日 

３．返済期限            ２０１９年８月７日 
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個別注記表 
 

〈重要な会計方針に係る事項に関する注記〉 

 １．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券   

① 子会社株式および関連会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 

② その他有価証券   

時価のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ ・・・ 時価法 

（３）たな卸資産   

① 製品・仕掛品・原材料  ・・・ 先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

② 商品・貯蔵品 ・・・ 総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

  （リース資産を除く） 

・・・ 定率法 

ただし、１９９８年４月１日以降取得した建物（附属設備を除

く。）ならびに２０１６年４月１日以降取得した建物附属設備

および構築物については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          ３～５０年 

機械及び装置      ８～１０年 

（２）無形固定資産 

   （リース資産を除く） 

・・・ 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。 

（３）リース資産 ・・・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 ・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。 

① 退職給付見込額の 

期間帰属方法 

 

・・・ 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に

よっております。 

  ② 数理計算上の差異 

および過去勤務費 

用の費用処理方法 

 

・・・ 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１０年）による定額法により費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

（３）株式報酬引当金 ・・・ 役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、社内

規定に基づき、役員等に割り当てられたポイントに応じた株式
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の支給見込額を計上しております。 

（４）製品補償引当金 ・・・ 当社製品を使用している最終製品について、得意先において市

場回収処理を行うことに伴い、当社の負担見込額を計上してお

ります。 

 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の方法   

① ヘッジ会計の方法 ・・・ 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップにつ

いては特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ・・・ 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 ・・・ 変動金利の借入金 

③ ヘッジ方針 ・・・ 金利変動リスクを回避するために社内規定に基づきヘッジを

行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 ・・・ 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているかの

判定をもって有効性の判定に代えております。 

   

（２）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

（３）消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（４）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

 ５．表示方法の変更 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２８号 平成３０年２月１６日）を当

事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は

固定負債の区分に表示しております。 

 

（損益計算書） 

 前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「不動産賃貸料」および「営業外費

用」の「不動産賃貸費用」は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示し

ております。 

 

６．追加情報 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

   当社は、中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業員持株ＥＳＯＰ信託を導入しておりま

す。 

   当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」を適用しております。 

（１）取引の概要 

   当社が「バンドー化学社員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入する従業員のうち一定

の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は信託設定時より５年間にわたり当社持株

会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定めた取得期間において取得しております。その後、

当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたします。 

（２）信託に残存する自社の株式 

   信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部

に自己株式として計上しております。当事業年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、１９８百万

円および１９２千株であります。 

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

  当事業年度末 ２２６百万円 
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（取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度） 

   当社は、取締役（業務執行取締役でない取締役および海外居住者を除く。）および執行役員（以下、

併せて「取締役等」という。）を対象に、取締役等の報酬と当社株式の価値との連動性をより明確にし、

中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬

制度（以下、「本制度」という。）として役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。 

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」に準じております。 

（１）取引の概要 

   本制度は、当社が信託に金員を拠出し、当該信託がこれを原資として当社株式を取得し、業績達成度

に応じて当社の取締役等に当社株式の交付を行う業績連動型株式報酬制度です。ただし、取締役等が当

社株式の交付を受ける時期は、原則として、取締役等の退任時とします。 

（２）信託に残存する自社の株式 

   信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部

に自己株式として計上しております。当事業年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、２６３百万

円および２６３千株であります。 

また、上記役員報酬の当事業年度負担見込額については、株式報酬引当金として計上しております。 

 

（リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱いの適用） 

   当社は、２０１９年４月１日に確定給付企業年金制度を、「退職給付に関する会計基準」第４項に定

める確定拠出制度に分類されるリスク分担型企業年金へと移行しております。 

移行に伴う会計処理としては、「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い」を適

用しており、当事業年度において、退職給付制度終了損として２９５百万円を計上しております。移行

に伴う特別掛金の額は２,４１４百万円であり、８年間で拠出する予定であります。 

 

〈貸借対照表に関する注記〉 

  １．有形固定資産の減価償却累計額       ５７，５４９百万円 

 

２．保証債務残高  

   関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務は次のとおりであります。 

Bando USA, Inc. ８８８百万円

Bando (India) Private Ltd. ２８９百万円

計 １，１７７百万円

 

  ３．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 １２，６８２百万円

短期金銭債務 ４，３２３百万円

   

４．事業年度末日満期手形等 

   事業年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理してお

ります。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形等が当事

業年度末日残高に含まれております。 

受取手形 １５百万円

電子記録債権 ８８百万円

支払手形 ０百万円

電子記録債務 ５９４百万円

 

〈損益計算書に関する注記〉 

１．関係会社との取引高 

売上高 ２９，１２３百万円

仕入高 ３，２０１百万円

営業取引以外の取引高 ２，９２２百万円
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  ２．減損損失 

用途 場所 
減損損失 

種類 金額（百万円） 

遊休資産 神戸市中央区 ソフトウエア仮勘定 １６６

 

（資産のグルーピング方法） 

当社は管理会計上の区分に従い、事業部を基礎としたグルーピングを行っております。 

ただし、遊休資産については、それぞれ個別の物件ごとにグルーピングを行っております。 

 

（減損損失の認識に至った経緯） 

当事業年度に減損処理の対象となった資産は、計画変更等により将来の使用の見通しが確実ではな

くなったため、減損損失を認識しております。 

なお、当該ソフトウエア仮勘定は、貸借対照表上、無形固定資産「その他」に含めております。 

 

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は、使用価値により測定しております。遊休状態解消の見通しが確実でなく、回収可

能価額を見込むことができないため、使用価値をゼロとして評価しております。 
 

〈株主資本等変動計算書に関する注記〉 

１． 発行済株式の種類および総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度 

期末株式数（株） 

普通株式 ４７，２１３,５３６ － － ４７，２１３,５３６

 

２． 自己株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度 

期末株式数（株） 

普通株式 １，３８１，５０４ １，０１９ ９４，７４３ １，２８７，７８０

（注）１．当社は、従業員持株ＥＳＯＰ信託および役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、信託が所有す

る当社株式は自己株式に含めて記載しております。 

２．普通株式の増加１，０１９株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３．普通株式の減少９４，７４３株は、従業員持株ＥＳＯＰ信託による当社の株式の売却 

８２，６００株および役員報酬ＢＩＰ信託所有の当社株式の交付１２，１４３株によるもので

あります。 

４．当事業年度末の自己株式数には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社の株式 

１９２，９００株および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社の株式２６３，８５７株が含まれ

ております。 
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〈税効果会計に関する注記〉 

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    ＜繰延税金資産＞ 

退 職 給 付 信 託 拠 出 額 １，１５９百万円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 ５８５百万円

退 職 給 付 引 当 金 ２７７百万円

減 損 損 失 ２１４百万円

製 品 補 償 引 当 金 ９６百万円

そ の 他 ４１０百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 ２，７４４百万円

評 価 性 引 当 額 △７７５百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 １，９６８百万円

 

    ＜繰延税金負債＞ 

退 職 給 付 信 託 設 定 差 益 ９２７百万円

その他有価証券評価差額金 ６０８百万円

そ の 他 １１百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 １，５４８百万円

  

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ４２０百万円
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〈関連当事者との取引に関する注記〉 

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

子会社 バンドー・I・

C・S株式会社 

所有 

直接１００％ 

当社製品の販

売 

当社製品の販売 

(注１)（注３） 

１６，０５０ 売掛金 ７，４５２

   資金の預り 資金の預り １，２０２ 預り金 １，８３１

    利息の支払 １ － －

    (注１)（注２）   

子会社 Bando 

USA,Inc. 

 

所有 

直接１００％ 

 

当社製品の販 債務保証 ８８８ － －

 売・技術供与

等 
（注１）   

 債務保証    
子会社 Bando 所有 当社製品の販 当社製品の ３，２２８ 売掛金 １，１９３

 Manufacturing 直接 ９９％ 売・技術供与

等 
販売・技術供与 

  

  (Thailand) 間接  ０％  配当の受取 ７５１ － －

 Ltd.   （注１）   

関連 P.T. Bando 所有 当社製品の販 配当の受取 ２７９ － －

会社 Indonesia 直接 ５０％ 売・技術供与

等 
（注１）   

 （注） １． 取引条件および取引条件の決定方針 

   製品の販売については、市場価格に基づき決定しております。 

   資金の預りの利息は、市場金利を勘案して決定しております。 

配当の受取は、主に期末配当によるものであります。 

   債務保証は同社の金融機関からの借入に対するものであり、保証料は受け取っておりません。 

  ２． 資金の預りについては、当社が導入しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に

   よる取引であり、取引金額は期中平均残高を記載しております。 

  ３． 取引金額について消費税等は含まれておりませんが、期末残高については消費税等を含んでお 

   ります。 

 

〈１株当たり情報に関する注記〉 

１株当たり純資産額 ８７０円２１銭

１株当たり当期純利益 ７７円６４銭

（注）従業員持株ＥＳＯＰ信託および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当事業年度４５６千株） 

   また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。（当事業年度５０１千株） 

 

〈重要な後発事象に関する注記〉 

（取得による企業結合） 

当社は、２０１９年４月５日付で株式会社Aimedic MMT（以下、「Aimedic MMT」という。）の全株式を

取得する株式売買契約を締結し、２０１９年５月８日付で全株式を取得し、子会社化いたしました。 

 

１．企業結合の概要 

（１） 被取得企業の名称および事業の内容 

被取得企業の名称   株式会社 Aimedic MMT 

事業の内容   整形外科向け医療機器の製造・販売・アフターサービス 

（２） 企業結合を行った主な理由 

当社グループは、２０１８年度から２０２２年度までを中長期経営計画“Breakthroughs for the 

future”（未来への躍進）の第２ステージと位置づけ、グローバルで「際立つ」サプライヤーを目指

して活動しており、指針の１つとして「新事業の創出」を掲げております。 

当社グループは、新たな事業の柱の１つとして、伸縮性ひずみセンサ「C-STRETCH®」を活用した医

療機器・ヘルスケア機器事業の確立に取り組んでまいりました。 

Aimedic MMTは、整形外科向けの医療機器において高いブランド力と販売力を有しており、今回の買

収によって、医療事業体制を一挙に獲得するとともに、医療機器としての「C-STRETCH®」の製品化が
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加速することが期待されると判断し、同社の株式取得を決定いたしました。 

（３） 株式取得の相手会社の名称 

① ポラリス第三号投資事業有限責任組合 

② Tiara CG Private Equity Fund 2013, L.P. 

（４） 企業結合日 

２０１９年５月８日 

（５） 企業結合の法的形式 

株式取得 

（６） 結合後企業の名称 

変更ありません。 

（７） 取得した議決権比率 

１００％ 

（８） 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。 

 

２．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金 １０，４５０百万円 

 

３．主要な取得関連費用の内容および金額 

現時点では確定しておりません。 

 

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間 

現時点では確定しておりません。 

 

５．企業結合日に受け入れる資産および引き受ける負債の額ならびにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 

 

（コミットメントライン契約の締結および実行） 

  当社は、株式会社Aimedic MMTの全株式の取得および同社の既存借入金の借り換えに充当する資金を調

達するため、以下の内容のコミットメントライン契約を２０１９年４月８日付で締結し、２０１９年５月

７日を実行日として１５，７００百万円の借入を行いました。 

 

（契約の内容） 

１．借入先             株式会社みずほ銀行 

２．コミットメントラインの総額   １５，７００百万円 

３．契約締結日           ２０１９年４月８日 

４．コミットメント期間       ２０１９年４月１５日から２０２０年４月１４日まで 

５．借入条件            基準金利＋スプレッド 

６．担保の状況           無担保 

 

（実行した借入の内容） 

１．借入実行金額          １５，７００百万円 

２．借入実行日           ２０１９年５月７日 

３．返済期限            ２０１９年８月７日 

 

 （被取得企業への貸付） 

  当社は、株式会社Aimedic MMTの既存借入金の借り換えに充当する資金として、同社へ５，２８０百万

円の貸付を実施する契約を２０１９年５月７日付で締結し、２０１９年５月８日を実行日として貸付を実

施いたしました。 

 

 


